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郵送調査の回収率を高める要因の再検討の重要性 
――予告状、私信化、返信用切手貼付に着目して―― 
The Importance of Re-Examining the Factors to Increase the 
Response Rates in Mail Surveys: Focusing on 






This paper studies the importance of re-examining the factors to increase the response 
rates in mail surveys. In 2012 mail surveys account for 66.6% of polls in Japan, however, 
methodological exploration of it is inadequate. Therefore, we suggest the effectiveness of 
prenotification letter, personalization, and stamped return postage, compared with 
incentives, to increase the response rates, in terms of cost, and how demonstrate the 













調査の現況（内閣府大臣官房政府広報室 2013）によれば、2012 年度に行われた全 1,272 件
の世論調査のうち、78.2%が無作為抽出によるもので、郵送調査は 66.6%と最も利用されて
いることから、郵送調査の回収率を高める要因の検討には大きな意義がある。郵送調査の
回収率を高める方法は、T. W. Mangione の『郵送調査法の実際』（1995=1999）、D. A. Dillman
（2000）の TDM（Tailored Design Method）、林英夫（2006）の『郵送調査法』、松田映二（2010）





















は、先述の基準を満たす回収率 70%以上(1)の郵送調査は全体の 1.3%、回収率 40%以上でも
67.5%しかない。だが郵送調査には、直接会うことが困難な対象者にも協力を依頼できる、
経費が安いという他の調査法にはない大きな利点がある（林 2006）。近年では、郵送調査





















社会学研究科年報 2015 №22 
－ 71 － 
実際に謝礼を用いた郵送法の学術調査には、小林盾らが 2006～2012 年に行った事例が

























方、郵送調査の基盤となる郵便の差出数は減少している（国土交通省 2014; 総務省 2014）。
2013 年の郵便差出数は、第一種郵便物（封書）が約 86 億通、第二種郵便物（はがき）が
約 66 億通であり、これは過去最多の差出数だった 2001 年と比べ、第一種は約 35%、第二






2000年 2001年 2002年 2003年 2005年 2006年 2008年 2010年 2012年
とても信頼している 15.1%  14.5%  16.9%  14.9%  9.7%  11.0%  16.9%  16.6%  13.1%  
少しは信頼している 49.8%  50.8%  49.1%  48.8%  51.2%  56.3%  54.0%  55.8%  53.5%  
ほとんど信頼していない 8.1%  8.8%  6.4%  8.0%  12.6%  8.4%  6.2%  7.2%  12.1%  
わからない 27.0%  25.8%  27.6%  28.3%  26.6%  24.2%  22.9%  20.4%  21.2%  
N 2875 2739 2921 1943 1976 2091 2028 2475 2289











を提言している。この依頼状の私信化については Dillman の TDM でも推奨されている。 
 
（2）予告状、私信化、返信用切手貼付への着目とその効果検証の必要性 
前節を踏まえ、本節では 1)予告状の送付、2)私信化、3)返信用封筒への切手貼付の 3 つ
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(1) 全国世論調査の現況では、回収率は 10%刻みで集計されている。 
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